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第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第56期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

５ 第58期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、

第57期以前についても百万円単位に組替え表示しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等

売上高 (百万円) 26,082 24,351 23,047 22,346 22,076

経常利益 (百万円) 1,008 968 1,103 907 1,072

当期純利益 (百万円) 223 407 445 469 565

純資産額 (百万円) 16,078 16,192 16,682 16,822 17,430

総資産額 (百万円) 23,312 22,729 23,471 23,414 23,423

１株当たり純資産額 (円) 649.22 673.44 709.62 731.37 765.36

１株当たり当期純利益 (円) 8.82 16.25 18.15 19.84 24.13

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.0 71.2 71.1 71.8 74.4

自己資本利益率 (％) 1.4 2.5 2.7 2.8 3.3

株価収益率 (倍) 16.8 9.7 14.9 18.5 21.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △19 964 1,961 1,021 1,513

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △182 △243 △141 △456 △984

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △905 △463 △347 △353 △326

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 2,877 3,135 4,607 4,818 5,020

従業員数 
(他、平均臨時 
従業員数)

(名)
424 
(557)

415
(582)

392
(637)

377 
(680)

362
(724)

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 20,140 18,524 20,439 19,062 19,148

経常利益 (百万円) 748 652 924 666 814

当期純利益 (百万円) 113 189 321 318 410

資本金 (百万円) 2,346 2,346 2,346 2,346 2,346

発行済株式総数 (株) 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561

純資産額 (百万円) 15,036 14,932 15,787 15,777 16,230

総資産額 (百万円) 20,710 20,102 21,886 21,614 21,667

１株当たり純資産額 (円) 607.15 620.99 671.51 685.89 712.63

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)
5.00 
(0.00)

5.00
(0.00)

8.00
(0.00)

8.00 
(0.00)

10.00
(0.00)

１株当たり当期純利益 (円) 4.47 7.32 12.89 13.35 17.38

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 72.6 74.3 72.1 73.0 74.9

自己資本利益率 (％) 0.7 1.3 2.1 2.0 2.6

株価収益率 (倍) 33.1 21.4 20.9 27.6 29.9

配当性向 (％) 111.8 68.3 62.1 59.9 57.5

従業員数 
(他、平均臨時 
従業員数)

(名)
343 
(280)

324
(228)

326
(109)

245 
(87)

233
(1)



２ 【沿革】 

  

 
  

昭和21年３月 故山田松義が個人で悉皆業山田商店を創業

昭和23年９月 株式会社キング染工芸社を設立し、京都市中京区に本社を置き、呉服業開始

昭和24年９月 キング染織株式会社に社名変更し、本社を京都市下京区に移転

〃 呉服からテキスタイルに転換開始

昭和32年２月 東京都千代田区に出張所を開設

昭和33年６月 本社を京都市中京区に移転

昭和35年12月 東京出張所を中央区に移転(日本橋店)

昭和36年７月 キング商事株式会社に社名変更

昭和43年３月 レディスアパレルに進出

昭和43年５月 福岡市博多区に福岡店を設置

昭和45年４月 大阪市東区に大阪店を設置

昭和47年４月 京都市下京区に本社新築

昭和48年９月 メンズアパレルに進出

昭和49年10月 東京都品川区に五反田店新築

昭和52年９月 東京都品川区に第二五反田店を開設

昭和53年３月 株式会社キングに社名変更

昭和53年９月 大阪証券取引所市場第二部、京都証券取引所に株式上場

昭和55年５月 西独デュッセルドルフに海外駐在員事務所開設

昭和56年３月 大阪府吹田市に大阪店新築

昭和57年１月 株式会社プリンスエイジェンシー設立(現 連結子会社)

昭和58年10月 株式会社ポーン設立(現 連結子会社)

昭和59年４月 株式会社東京ベリータ設立

昭和61年４月 株式会社ザ・ケイ・コレクション設立

昭和62年10月 株式会社エス企画設立(現 連結子会社)

昭和63年７月 ケイ・サービス株式会社設立

昭和63年12月 東京都渋谷区に原宿オフィス、千駄ヶ谷オフィスを開設

〃 西独デュッセルドルフ海外駐在員事務所を閉鎖

平成２年１月 五反田店を東京本社に、第二五反田店を五反田店に、それぞれ名称を変更

平成５年12月 東京都品川区に東京本社アネックス店を開設し、原宿オフィス、千駄ヶ谷オフィスを移転

平成８年３月 東京都品川区(東京本社隣接地)に東京本社新築(第一期工事)

平成８年９月 大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成９年４月 東京都渋谷区に原宿アネックスを開設し、日本橋店を移転

平成10年６月 福岡店を大阪店に統合

平成10年８月 東京都品川区に東京本社を新築(第二期工事)し、五反田店、東京本社アネックス店を統合

平成12年４月 

 

株式会社東京ベリータとケイ・サービス株式会社が合併し、株式会社キングファッションサービ

スに社名変更

平成13年７月 

 

本社機能を本社(京都)から大阪店に移転するとともに、大阪店を大阪本社に、本社(京都)を京都

本店(登記上の本店)に、それぞれ名称を変更

〃 

 

株式会社キングファッションサービスが株式会社キングアパレルサポート(現 連結子会社)に社

名変更

平成13年12月 東京都渋谷区に渋谷店を開設し、原宿アネックスを移転

平成15年４月 株式会社ザ・ケイ・コレクションを吸収合併

〃 株式会社キングテキスタイル設立(現 連結子会社)



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び子会社５社で構成されており、その主要な事業は衣料品等繊維品事業であり

ます。子会社５社はすべて連結子会社であります。 

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。 

(アパレル部門) 

当社はアパレルの卸売を行っております。また、㈱エス企画はアパレル用附属品・販促資材の卸売

を行っており、当社に一部商品の供給を行っております。 

(テキスタイル部門) 

㈱ポーン及び㈱キングテキスタイルはテキスタイルの卸売を行っており、当社に一部商品の供給を

行っております。 

(ファッショングッズ部門) 

当社はファッショングッズの卸売を行っております。 

(その他部門) 

㈱キングアパレルサポートは企画・販売・物流並びに事務業務の代行を行っており、当社、㈱ポー

ン、㈱キングテキスタイル、㈱エス企画及び㈱プリンスエイジェンシーはそれらの業務の一部を同社

に委託しております。また、㈱プリンスエイジェンシーは損害保険代理店等の業務を行っており、当

社は駐車場管理を委託しております。 

  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

 
(注) 「主要な事業の内容」欄には、事業の部門別の名称を記載しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(店頭販売員等)の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(店頭販売員等)の年間平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は 
被所有割合 
(％)

関係内容

(連結子会社)

㈱ポーン 東京都渋谷区 10
テキスタイルの

卸売
100.0

当社にテキスタイル商品を販売しておりま

す。 

役員の兼任(当社役員１名、当社従業員５名)

㈱キングテキスタイル 東京都渋谷区 10
テキスタイルの

卸売
100.0

当社にテキスタイル商品を販売しておりま

す。また、当社所有の建物を賃借しており、

当社より資金の借入をしております。 

役員の兼任(当社従業員５名)

㈱エス企画 東京都品川区 10

アパレル用附属

品・販促資材の

卸売

100.0

当社にアパレル用附属品・販促資材を販売し

ております。また、当社所有の建物を賃借し

ております。 

役員の兼任(当社役員１名、当社従業員４名)

㈱キングアパレルサポート 東京都品川区 10

企画・販売・物

流並びに事務業

務の代行

100.0

当社より企画・販売・物流並びに事務業務の

委託を受けております。また、当社所有の建

物を賃借しております。 

役員の兼任(当社役員１名、当社従業員４名)

㈱プリンスエイジェンシー 大阪府吹田市 10
損害保険 

代理店等
100.0

当社より駐車場管理の委託及び債務保証を受

けております。また、当社所有の建物を賃借

しております。 

役員の兼任(当社従業員４名)

事業部門等の名称 従業員数(名)

アパレル
258

(664)

テキスタイル
23

(3)

ファッショングッズ
24

(7)

その他
2

(2)

管理部門
55

(48)

合計
362

(724)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

233

(1)
41.3 17.7 5,903



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に民間設備投資が堅調に推移するな

ど、景気は緩やかながらも着実な回復を続けました。  

 ファッション業界におきましても、個人消費が雇用や所得環境の改善、株価の上昇に伴う消費マイン

ドの好転などにより明るさを取り戻しつつあり、バブル崩壊以降長期にわたった消費低迷からようやく

抜け出したと思わせる一年となりました。  

 このような環境のもと当社グループでは、引続きキャリアからミセスのベターアップゾーンにさらに

特化・集中するという方針のもと、バランス経営での安定発展を目指し、アパレル及びファッショング

ッズ部門におきましては、自社ブランドの適切なブランド・ミックスによるショップ開発、高品質・高

感度商品の提供によるブランドロイヤリティの向上、店頭販売促進策の更なる強化を図ると共に、新ブ

ランドの開発にも注力し、2006年秋冬物から店頭展開するキャリア向け新ブランド「ヌーヴィス」を発

表いたしました。  

 一方、テキスタイル部門では、より存在感のあるテキスタイルコンバーターを目指し、プリントを中

心とした企画提案力の強化と、新規得意先の開拓並びに既存得意先の深耕化を進めてまいりました。ま

た、グループとしては、前期より運用しております成果主義をベースとした新人事制度の拡大と進化を

図ると共に、一層の生産コストの合理化に努めました。  

 その結果、当連結会計年度の売上高は、テキスタイル部門においてプリント服地の需要がピークアウ

トした影響を受け、前連結会計年度比1.2％減少の220億76百万円となりましたが、利益面では、経常利

益は前連結会計年度比18.2％増加の10億72百万円、当期純利益は前連結会計年度比20.5％増加の５億65

百万円と増益を達成することができました。  

事業の部門別の状況は、次のとおりであります。 

(アパレル部門) 

国内景気の緩やかな回復による雇用・所得環境の改善や、株価の上昇に伴う消費マインドの好転な

どにより、個人消費が明るさを取り戻しつつあるなか、自社ブランドによるブランド・ミックスショ

ップの開発や、店頭における販売促進策の強化等を実施いたしました結果、売上高は前連結会計年度

比0.3％増加の180億98百万円となりました。 

  

(テキスタイル部門) 

企画提案力の強化や新規得意先の開拓を進めましたが、テキスタイル部門が得意とするプリント服

地の需要がピークアウトした影響を受け、売上高は前連結会計年度比13.8％減少の23億93百万円とな

りました。 

  

(ファッショングッズ部門) 

前連結会計年度より進めてまいりましたアパレルブランドとのコラボレーションショップ形態によ

る新規取引先の開拓効果や、ミッシーをターゲットとして開発したブランド“ピサロ”も順調に伸長

し、売上高は前連結会計年度比3.8％増加の15億55百万円となりました。 

  

(その他部門) 

損害保険及び生命保険等の新規加入や契約の継続に注力いたしました結果、売上高は前連結会計年

度比5.5％増加の29百万円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度に比べ、２億１百万円増加し、当連結会計年度末の残高は50億20百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金は、15億13百万円の増加（前連結会計年度は10億21百万円の増加）となりま

した。 これは主に、税金等調整前当期純利益の計上と売上債権の減少並びにたな卸資産の減少に

よるものであります。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金は、９億84百万円の減少（前連結会計年度は４億56百万円の減少）となりま

した。減少の主な要因は、投資有価証券の取得と専門店・百貨店の店頭内装設備への支出によるも

のであります。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金は、３億26百万円の減少（前連結会計年度は３億53百万円の減少）となりま

した。これは主に、自己株式の取得及び配当金の支払によるものであります。  

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価額によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

   相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

事業部門 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

アパレル 8,358 △5.4

テキスタイル 1,894 △15.8

ファッショングッズ 838 △10.4

その他 3 286.2

合計 11,094 △7.7

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

アパレル 18,098 0.3

テキスタイル 2,393 △13.8

ファッショングッズ 1,555 3.8

その他 29 5.5

合計 22,076 △1.2



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、国内景気は引続き緩やかな回復が続くものと見込まれますが、原油価格

の動向、定率減税の縮小や社会保険料の負担増など懸念材料も多く、予断を許さない経営環境が続くもの

と思われます。  

 このような環境のもと当社グループでは、キャリアからミセスのベターアップゾーンに特化するという

基本方針のもと、消費者に支持され、価値観を評価して頂ける「強いものづくり」の徹底、新ブランドの

開発、バランスのとれた販売チャネル構成を目指しての得意先開発と深耕化、自社ブランドによる複合シ

ョップ開発を推進すると共に、より一層の生産コストの合理化や経費の節減に努め、業績の向上に全力を

傾注する所存であります。  

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主なリスクに

は、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したも

のであります。 

(1) 外部環境の変化について 

当社グループの主要な事業は衣料品等繊維品事業であるため、景気動向、市場動向及び天候不順等に

よる外部環境の変化により売上高が減少するリスクが想定され、当社グループの業績や財務状況に影響

を与える可能性があります。 

(2) 海外からの商品調達について 

当社グループでは、当社が企画した商品の生産を商社や国内の協力メーカーに委託し、商品として仕

入れておりますが、生産委託した商品が海外(大部分が中国)で生産される割合が高まっております。し

たがって、中国政府の輸出に関する規制や日本政府の中国からの輸出品に対する規制などによる輸入環

境の変化、中国の経済情勢の変化及び災害の発生等により、当社グループの商品調達に支障をきたした

場合は、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。 

(3) システムに関するリスクについて 

当社グループの事業活動において、コンピュータシステムと通信ネットワークを介して業務処理を実

施しており、自然災害や事故等によるコンピュータシステムと通信ネットワークの不具合、コンピュー

タウイルスに起因する情報システムの停止、外部からの不正な侵入による社内データベースの漏洩・消

失等により、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。 

(4) 退職給付債務について 

当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の期待運用収益

率に基づいて算出されており、実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場

合、その影響は将来期間において認識される費用及び債務に影響を与えることになります。退職給付債

務等の計算の基礎に関する事項(割引率、期待運用収益率等)が悪化した場合、当社グループの業績や財

務状況に影響を与える可能性があります。 

また、提出会社において総合型基金である京都織物卸商厚生年金基金に加入しておりますが、資産運

用環境が低金利の継続等により厳しい状況にあることや加入員数の減少等、基金運営上の課題を近年有

することとなりました。したがって、提出会社負担部分について合理的な方法で計算した額を引当計上

しておりますが、将来において当基金の運営上の課題が増大した場合は、当社グループの業績や財務状

況に影響を与える可能性があります。 

(5) 法的規制等について 

現在、当社グループが事業を推進する上で、直接的に影響を受けるような法的規制はありません。し

かし、今後において法令の適用及び新法令の制定等、当社グループの事業を規制する法令等が制定され

た場合、当該規制に対応するため、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。

(6) 自然災害等について 

地震等の自然災害や火災等の事故等により当社グループの事業所等の営業拠点に重要な影響を及ぼす

事象が発生した場合、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

(流動資産) 

当連結会計年度末における流動資産の残高は、125億12百万円（前連結会計年度末は133億10百万円）

となり、前連結会計年度末に比べ７億98百万円減少いたしました。主な要因は受取手形及び売掛金の減

少やたな卸資産の減少によるものであります。 

  

(固定資産) 

当連結会計年度末における固定資産の残高は、109億11百万円（前連結会計年度末は101億３百万円）

となり、前連結会計年度末に比べ８億７百万円増加いたしました。主な要因は投資有価証券の増加によ

るものであります。 

  

(流動負債) 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、48億74百万円（前連結会計年度末は55億50百万円）と

なり、前連結会計年度末に比べ６億76百万円減少いたしました。主な要因は支払手形及び買掛金の減少

によるものであります。 

  

(固定負債) 

当連結会計年度末における固定負債の残高は、11億19百万円（前連結会計年度末は10億41百万円）と

なり、前連結会計年度末に比べ77百万円増加いたしました。主な要因は繰延税金負債の増加によるもの

であります。 

  

(資本) 

当連結会計年度末における資本の残高は、174億30百万円（前連結会計年度末は168億22百万円）とな

り、前連結会計年度末に比べ６億７百万円増加いたしました。主な要因は利益剰余金及びその他有価証

券評価差額金の増加額が自己株式の取得による減少額を上回ったことによるものであります。 

  

(2) 経営成績 

当連結会計年度の売上高は220億76百万円で前連結会計年度比1.2％の減収となりました。アパレル部

門は自社開発ブランドを中心に概ね順調に推移いたしましたが、テキスタイル部門におきまして、子会

社が得意とするプリント服地の需要がピークアウトした影響を受け、減収となりましたのがその要因で

あります。 

 利益面では、グループとして過去最高水準の売上総利益率を確保できましたことに加え、諸経費の節

減効果や営業外収益の改善もあり、経常利益は前連結会計年度比18.2％増加の10億72百万円、当期純利

益も前連結会計年度比20.5％増加の５億65百万円となりました。 

 なお、事業の部門別の分析は、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1)業績に記載しておりま

す。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループの当連結会計年度における設備投資の総額は３億10百万円で、主としてアパレル部門にお

ける専門店・百貨店の店頭内装設備であります。 

 なお、営業活動に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の他、主要な賃借設備はありません。 

３ 京都本店の建物(7,135㎡)を連結会社以外に賃貸しており、その賃貸面積は4,381㎡であります。 

  

(2) 国内子会社 

主要な設備はありません。 

  

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門等
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

大阪本社 
(大阪府吹田市)

アパレル 
ファッション
グッズ

事業所設備 521
552

(1,826)
71 1,145 112

東京本社 
(東京都品川区)

アパレル 
ファッション
グッズ

事業所設備 1,484
2,129
(1,298)

13 3,627 116

京都本店 
(京都市下京区)

管理部門 事業所設備 224
158

(1,919)
7 390 3

ショップ 
(全国各地)

アパレル 店頭内装設備 280
18

(267)
323 622 ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めておりましたが、 

平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、当該規定は削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 95,572,000

計 95,572,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 24,771,561 24,771,561
大阪証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 24,771,561 24,771,561 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年７月23日 △1,429,000 25,079,561 ― 2,346 ― 8,127

平成13年８月10日 △308,000 24,771,561 ― 2,346 ― 8,127



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式2,013,483株は、「個人その他」に2,013単元、「単元未満株式の状況」に483株含まれておりま

す。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式2,013千株(8.13％)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

２ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日に株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦＪ銀行が合併し

たものであります。 

３ キング共栄会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。 

４ 財団法人山田育英財団は、昭和56年10月に当社創業者である故山田松義が、大学在学者で学力優秀、身体強

健、品行方正でありながら経済的事由により修学困難な者を対象に奨学援助を行い、国家社会有用の人材育

成に寄与することを目的に設立した財団であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 9 12 85 11 ― 1,819 1,936 ―

所有株式数 
(単元)

― 4,263 38 5,081 2,530 ― 12,647 24,559 212,561

所有株式数 
の割合(％)

― 17.36 0.15 20.69 10.30 ― 51.50 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大同生命保険株式会社
(常任代理人 日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社)

大阪府大阪市西区江戸堀１丁目２－１
(東京都中央区晴海１丁目８－11)

1,140 4.60

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,085 4.38

キング共栄会 大阪府吹田市豊津町１－７ 1,007 4.07

財団法人山田育英財団
京都府京都市下京区東塩小路高倉町
２番の１

900 3.63

クレディエットバンクエスエイ
ルクセンブルジョワーズシリウ
スファンドジャパンオパチュニ
ティズサブファンド 
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室)

43 BOULEVARD ROYAL L-2955 LUXEMBOURG
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

850 3.43

山 田 幸 雄 京都府京都市左京区下鴨中川原町110 831 3.36

有限会社ワイ・エンタープライ
ズ

京都府京都市左京区下鴨中川原町110 800 3.23

ソシエテジェネラルバンクアン
ドトラスト 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

11,AVENUE EMILE REUTER L-2420 
LUXEMBOURG 
(東京都中央区日本橋３－11－１)

716 2.89

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 629 2.54

ステートストリートバンクアン
ドトラストカンパニー505019 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518
IFSC DUBLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

620 2.51

計 ― 8,580 34.64



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式483株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

2,013,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

22,546,000
22,546 同上

単元未満株式
普通株式

212,561
― 同上

発行済株式総数 24,771,561 ― ―

総株主の議決権 ― 22,546 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社キング

大阪府吹田市豊津町１－７ 2,013,000 ― 2,013,000 8.13

計 ― 2,013,000 ― 2,013,000 8.13



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

   
イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月29日現在 

 
  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月29日現在 

 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

【株式の種類】 普通株式

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会での決議状況 
(平成17年12月12日決議)

300,000 180,000,000

前決議期間における取得自己株式 227,000 131,261,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 73,000 48,739,000

未行使割合(％) 24.3 27.1

区分 株式数(株)

保有自己株式数 1,977,000



３ 【配当政策】 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題として認識しており、利益配分につきまして

は、安定的かつ業績に見合った配当の継続に努めると共に、内部留保の充実にも努めることを基本方針と

しております。 

安定配当の指標といたしましては、１株当たりの年間基本配当を５円とし、また、業績に見合った配当

性向につきましては、連結当期純利益の概ね40％を一つの指標といたします。 

内部留保につきましては、高効率の企業体質を作り上げるためのブランド開発、店舗開発等の事業投資

を優先しつつ、株主還元としての自己株式取得も含め、中長期的な視点で投資効率の高い活用を検討して

まいります。 

なお、当期の配当金につきましては、上記の配当方針に基づき、平成18年６月29日の第59期定時株主総

会において、１株につき２円増配の年間配当金10円を実施することを決議いたしました。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第55期 第56期 第57期 第58期 第59期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 185 230 284 419 655

最低(円) 130 143 154 233 352

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 485 527 650 655 610 544

最低(円) 438 444 505 560 511 490



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

山 田 幸 雄 昭和22年９月18日生

昭和49年４月 当社入社

831

昭和53年３月 当社取締役総合開発部次長

昭和54年１月 当社取締役経営企画部長

昭和56年１月 当社常務取締役管理本部長

昭和58年10月 当社代表取締役社長(現任)

専務取締役

経営企画室長兼
東京本社店長兼
マーケティング
部・生産統括
部・品質管理室

管掌

北 村 晴 彦 昭和16年３月６日生

昭和39年３月 当社入社

45

昭和58年１月 当社テキスタイル事業部東京事業

部長

昭和61年７月 当社総務部長兼経営企画部長

平成元年３月 当社取締役総務部長兼経営企画部

長

平成７年11月 当社取締役人事・総務・品質管理

室担当、総務部長兼経営企画部長

兼本店長

平成12年６月 当社常務取締役総務・経営企画

室・品質管理室担当、総務部長兼

経営企画室長兼本店長

平成13年７月 当社常務取締役経営企画室長兼京

都本店長兼マーケティング部・生

産統括部・品質管理室管掌

平成15年６月 ㈱エス企画代表取締役社長(現任)

平成15年６月 当社常務取締役経営企画室長兼東

京本社店長兼マーケティング部・

生産統括部・品質管理室管掌

平成16年６月 当社専務取締役経営企画室長兼東

京本社店長兼マーケティング部・

生産統括部・品質管理室管掌(現

任)

取締役

ダ トラサルデ
ィ事業部長兼 
第三事業部長兼
東日本地区 
営業統轄

緒 方 廣 嗣 昭和26年５月21日生

昭和50年３月 当社入社

10

平成８年４月 当社第一事業部東京営業部長

平成11年４月 当社第二事業部長兼東日本地区販

路統轄

平成12年６月 当社取締役第二事業部長兼東日本

地区販路統轄

平成13年７月 当社取締役第二事業部長兼東日本

地区営業統轄

平成15年11月 当社取締役第二事業部長兼第三事

業部長兼東日本地区営業統轄

平成18年１月 当社取締役ダ トラサルディ事業

部長兼第三事業部長兼東日本地区

営業統轄（現任）

取締役

管理部門管掌兼
総務部長兼 
大阪本社店長兼 
京都本店長

石 井 修 二 昭和23年12月26日生

昭和50年３月 当社入社

4

平成７年４月 当社大阪店管理部長

平成11年４月 当社情報システム部長兼大阪店管

理部長

平成13年７月 当社総務部長兼情報システム部長

平成14年６月 当社執行役員総務部長兼情報シス

テム部長

平成16年６月 当社取締役管理部門管掌兼総務部

長兼京都本店長

平成17年10月 当社取締役管理部門管掌兼総務部

長兼大阪本社店長兼京都本店長

（現任）

取締役

第一事業部長兼 
企画統轄（東京 
本社担当）兼 
東京本社 
店長代行

四反田   孝 昭和27年９月29日生

昭和51年３月 

平成８年４月

当社入社 

当社第一事業部企画部長

10

平成11年４月 当社第一事業部長代行

平成13年７月 当社第一事業部長

平成14年６月 当社執行役員第一事業部長

平成16年６月 当社取締役第一事業部長兼東京本

社店長代行

平成16年10月 当社取締役第一事業部長兼企画統

轄（東京本社担当）兼東京本社店

長代行(現任)



  

 
(注) １ 取締役の鈴鹿且久氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役の杉島 元、北村茂昭の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社は、コーポレートガバナンス強化の一環として、取締役会の意思決定の迅速化・監督機能の強化及び業

務執行責任の明確化を図るとともに、あわせて将来の若手経営者の育成を目的とし、執行役員制度を導入し

ております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役

アンスペック 
事業部長兼 
企画統轄（大阪 
本社担当）

古 川 清 敏 昭和28年７月11日生

昭和61年９月 当社入社

8

平成11年４月 ㈱ザ・ケイ・コレクション企画部

長

平成14年４月 ㈱ザ・ケイ・コレクション専務取

締役、当社プライド事業部企画部

長

平成14年６月 当社執行役員プライド事業部長、

㈱ザ・ケイ・コレクション専務取

締役

平成15年４月 当社執行役員プライド事業部長兼

ダ トラサルディ事業部企画部長

兼アンスペック事業部企画部長

平成16年６月 当社取締役プライド事業部長兼 

ダ トラサルディ事業部企画部長

兼アンスペック事業部企画部長

平成16年10月 当社取締役企画統轄（大阪本社担

当）兼ダ トラサルディ事業部企

画部長兼アンスペック事業部企画

部長

平成17年４月 当社取締役アンスペック事業部長

兼企画統轄（大阪本社担当）

平成18年４月 当社取締役アンスペック事業部長

兼ダ トラサルディ事業部企画部

長兼企画統轄（大阪本社担当）

（現任）

取締役 鈴 鹿 且 久 昭和24年７月27日生

昭和47年４月 ㈱聖護院八ッ橋総本店入社

0

昭和47年５月 同社総務部長

昭和51年12月 同社取締役総務部長

昭和53年３月 同社専務取締役

昭和55年12月 同社代表取締役社長（現任）

平成６年６月 京都八ッ橋商工業組合理事長（現

任）

平成17年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役 伊 藤   博 昭和19年11月１日生

昭和42年３月 当社入社

12

平成９年６月 当社取締役第一事業部長

平成14年６月 当社取締役退任

平成14年６月 当社執行役員東京本社店長

平成15年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 中 川 良 二 昭和17年３月１日生

昭和53年１月 当社入社

20

平成元年３月 当社取締役財務部長

平成12年６月 当社常務取締役財務・審査・情報

システム担当、財務部長

平成16年６月 当社常勤監査役

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役 杉 島   元 昭和11年12月15日生
昭和43年４月 弁護士登録

19
平成４年６月 当社監査役(現任)

監査役 北 村 茂 昭 昭和23年８月１日生
昭和58年２月 税理士登録

-
平成18年６月 当社監査役(現任)

計 960



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、意思決定の迅速化、透明性、公正性を高めながら、経営環境の変化に機敏に対応できる経営

を推進するために、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要な課題のひとつと位置付けております。

当社では、経営意思決定・監督機能と業務執行責任の明確化を図るとともに、その機能の強化・迅速

性を実現し経営の効率性を高めるために、平成14年６月より執行役員制度を導入しております。 

取締役会は、取締役７名で構成され、経営の基本方針・法令で定められた事項やその他経営に関する

重要な事項の決定及び業務執行の状況を監督する機関と位置付け、定期的かつ必要に応じて開催してお

ります。 

なお、取締役７名のうち１名については、取締役会の経営監督機能の強化を目的として選任された社

外取締役であります。 

事業部会議は、取締役、執行役員及び事業部門長によって構成され、経営の基本政策及び経営方針に

かかわる事項並びに各部門の重要な執行案件について審議しております。本会議は原則として月１回開

催し、各部門から現状報告や提案がなされ、業務執行に関する具体的な対策等を決定しております。 

また、当社は監査役制度を採用しており、平成18年６月29日開催の定時株主総会において、監査体制

を強化するため社外監査役を１名増員し、監査役会は監査役(常勤)１名、監査役（非常勤）１名、社外

監査役（非常勤）２名で構成されております。社外監査役と当社との間に取引などの利害関係はありま

せん。監査役は取締役会、事業部会議に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、さらに社内の重

要な会議にも積極的に出席しており、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。ま

た、内部監査室により、定期的及び随時必要な内部監査を実施しております。 

法律面では、弁護士と顧問契約を締結し、コンプライアンスの観点から必要に応じて適切な助言を得

られるようにしております。 

会計監査は、中央青山監査法人と監査契約を締結し、公正不偏な立場による監査が実施されておりま

す。 

なお、監査役、会計監査人は必要に応じて随時情報の交換を行うことで相互の連携を高めておりま

す。 

当社は、これらの機能を一層発展・充実させ、企業価値の向上に努めてまいります。 

  



(2) 役員報酬及び監査報酬の内容 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬は

以下のとおりであります。 

①役員報酬 

   
(注) １ 取締役の年間報酬総額の内、社外取締役の年間報酬総額は2百万円であります。 

２ 監査役の年間報酬総額の内、社外監査役の年間報酬総額は4百万円であります。 
  

②監査報酬 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項 

に規定する業務に基づく監査報酬           19百万円 

(注)上記以外の報酬はありません。 

  

(3) 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

   
(注) １ 継続関与年数につきましては、７年以内であるため、記載を省略しております。 

２ 公認会計士３名、会計士補５名、その他２名が補助者として会計監査業務に関わっております。 

  

(4) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であり、社外取締役 鈴鹿且久氏は０千株、社外監査役 

杉島元氏は19千株の当社株式を所有しておりますが、それ以外の人的関係、資本的関係又は取引関係

その他の利害関係はありません。 

  

取締役の年間報酬総額 86百万円

監査役の年間報酬総額 21百万円

計 107百万円

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員 業務執行社員  高津 靖史 中央青山監査法人

指定社員 業務執行社員  中村  源 中央青山監査法人



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５

号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３

月31日)及び第58期事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)並びに当連結会計年度(自平成17

年４月１日 至平成18年３月31日)及び第59期事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)の連

結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,988 5,190

 ２ 受取手形及び売掛金 4,284 3,778

 ３ たな卸資産 3,492 2,995

 ４ 繰延税金資産 264 254

 ５ その他 360 369

   貸倒引当金 △78 △75

   流動資産合計 13,310 56.8 12,512 53.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物及び構築物 2,709 2,593

  ２ 土地 3,649 3,649

  ３ その他 514 491

   有形固定資産合計 6,872 29.4 6,734 28.8

 (2) 無形固定資産 159 0.7 81 0.3

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,537 2,636

  ２ 長期貸付金 102 86

  ３ 繰延税金資産 180 ―

  ４ 差入保証金 973 903

  ５ その他 429 601

    貸倒引当金 △152 △132

   投資その他の資産合計 3,071 13.1 4,095 17.5

   固定資産合計 10,103 43.2 10,911 46.6

   資産合計 23,414 100.0 23,423 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 3,332 2,741

 ２ 短期借入金 380 380

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

10 10

 ４ 未払金 357 299

 ５ 未払法人税等 277 275

 ６ 未払消費税等 111 146

 ７ 賞与引当金 473 444

 ８ 返品調整引当金 142 120

 ９ その他 467 457

   流動負債合計 5,550 23.7 4,874 20.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 90 80

 ２ 繰延税金負債 ― 63

 ３ 退職給付引当金 356 370

 ４ 役員退職金引当金 162 179

 ５ 厚生年金基金引当金 322 322

 ６ その他 109 102

   固定負債合計 1,041 4.5 1,119 4.8

   負債合計 6,591 28.2 5,993 25.6

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,346 10.0 2,346 10.0

Ⅱ 資本剰余金 8,127 34.7 8,127 34.7

Ⅲ 利益剰余金 6,341 27.1 6,712 28.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金 421 1.8 790 3.4

Ⅴ 自己株式 ※３ △413 △1.8 △546 △2.3

   資本合計 16,822 71.8 17,430 74.4

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

23,414 100.0 23,423 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 22,346 100.0 22,076 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 11,810 52.8 11,568 52.4

   売上総利益 10,535 47.2 10,508 47.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 9,847 44.1 9,704 44.0

   営業利益 687 3.1 803 3.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 7 7

 ２ 受取配当金 14 23

 ３ 受取地代家賃 166 198

 ４ 仕入割引 87 91

 ５ 雑収入 16 291 1.3 28 349 1.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 6 6

 ２ 売上割引 8 8

 ３ 賃貸等資産維持管理費 50 55

 ４ 雑損失 6 71 0.3 11 81 0.3

   経常利益 907 4.1 1,072 4.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 0 ―

 ２ 貸倒引当金戻入額 ― 0 0.0 2 2 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※４ 70 109

 ２ 電話加入権評価損 28 ―

 ３ 投資有価証券評価損 13 0

 ４ 貸倒引当金繰入額 0 113 0.5 ― 109 0.5

   税金等調整前 
   当期純利益

794 3.6 965 4.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

352 399

   法人税等調整額 △27 325 1.5 0 400 1.8

   当期純利益 469 2.1 565 2.6



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,127 8,127

Ⅱ 資本剰余金期末残高 8,127 8,127

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 6,076 6,341

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 469 469 565 565

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 187 183

 ２ 役員賞与 16 10

   (内、監査役賞与) (1) 203 (1) 193

Ⅳ 利益剰余金期末残高 6,341 6,712



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 794 965
 ２ 減価償却費 441 448
 ３ その他の投資償却費 28 25
 ４ 貸倒引当金の減少額 △14 △10
 ５ 賞与引当金の増減額 35 △29
 ６ 返品調整引当金の減少額 △23 △22
 ７ 退職給付引当金の増加額 74 14
 ８ 役員退職金引当金の増減額 △9 17
 ９ 受取利息及び受取配当金 △22 △31
 10 支払利息 6 6
 11 投資有価証券評価損 13 0
 12 固定資産売却益 △0 ―
 13 固定資産除却損 70 109
 14 電話加入権評価損 28 ―
 15 役員賞与の支払額 △16 △10
 16 売上債権の減少額 471 512
 17 たな卸資産の増減額 △186 496
 18 仕入債務の減少額 △177 △590
 19 その他 △91 △13
    小計 1,423 1,890
 20 利息及び配当金の受取額 22 30
 21 利息の支払額 △6 △7
 22 法人税等の支払額 △417 △401
   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,021 1,513

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 有形固定資産の取得による支出 △297 △349
 ２ 有形固定資産の売却による収入 20 3
 ３ 無形固定資産の取得による支出 △53 △11
 ４ 投資有価証券の取得による支出 △100 △479
 ５ 投資有価証券の売却による収入 ― 1
 ６ 貸付による支出 △45 △39
 ７ 貸付金の回収による収入 73 55
 ８ 保証金の差入による支出 △31 △16
 ９ 保証金の返還による収入 200 75
 10 その他の投資の取得による支出 △222 △224
 11 その他の投資の売却による収入 0 0
   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△456 △984

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 長期借入金の返済による支出 △84 △10
 ２ 長期借入による収入 100 ―
 ３ 自己株式の取得による支出 △181 △132
 ４ 配当金の支払額 △187 △183
   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△353 △326

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 211 201
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,607 4,818
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 4,818 5,020



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び連結子会社名

    連結子会社は、株式会社ポーン、株式会社キン

グテキスタイル、株式会社エス企画、株式会社

キングアパレルサポート及び株式会社プリンス

エイジェンシーの５社であります。

１ 連結の範囲に関する事項

 (1) 連結子会社の数及び連結子会社名

    同左

 (2) 主要な非連結子会社名 

    非連結子会社はありません。

 (2) 主要な非連結子会社名 

    同左

２ 持分法の適用に関する事項 

   該当する会社はありません。

２ 持分法の適用に関する事項 

   同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社のうち、株式会社エス企画及び株式会

社キングアパレルサポートの決算日は３月31日で

ありますが、株式会社ポーン、株式会社キングテ

キスタイル及び株式会社プリンスエイジェンシー

の決算日は12月31日であるため、連結決算日との

間に生じた重要な取引についての調整を行ってお

ります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

   ①有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左

     時価のないもの 

      移動平均法による原価法

     時価のないもの 

      同左

   ②たな卸資産

    商品……総平均法による原価法

    貯蔵品…個別法による原価法

    季越品については、販売可能価額まで評価換え

を実施しております。

   ②たな卸資産 

     同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   ①有形固定資産

    定率法

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法によ

っております。

    なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

     建物及び構築物      ２～50年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 

     同左



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

   ②無形固定資産

    定額法

    なお、ソフトウェア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。

   ②無形固定資産 

     同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

   ①貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

     同左

   ②賞与引当金

    従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額

を計上しております。

   ②賞与引当金 

     同左

   ③返品調整引当金

    当連結会計年度末日後に予想されるアパレル部

門の売上返品による損失に備えるため、過去の

返品率等を勘案し、将来の返品に伴う損失見込

額を計上しております。

   ③返品調整引当金 

     同左

   ④退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度において発生して

いると認められる額を計上しております。

    なお、会計基準変更時差異(486百万円)は、５

年による定額法により按分した額を費用処理し

ております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定率法により按分

した額を翌連結会計年度より費用処理しており

ます。

   ④退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度において発生して

いると認められる額を計上しております。

    なお、数理計算上の差異については、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)による定率法によ

り按分した額を翌連結会計年度より費用処理し

ております。

   ⑤役員退職金引当金

    提出会社では、役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給額を引当計上

しております。

   ⑤役員退職金引当金 

     同左

   ⑥厚生年金基金引当金

提出会社では、総合型基金である京都織物卸商

厚生年金基金に加入しておりますが、将来の年

金給付の確保に備えるため、同基金の予測給付

債務から年金資産の公正な評価額を控除した額

のうち当社負担部分について合理的な方法で計

算した額を計上しております。

   ⑥厚生年金基金引当金

     同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同左



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

   消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   同左

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   同左

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   同左



会計処理の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。この結果、販売費及び一般管理費が

33百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益が33百万円減少しております。

―――

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は4,801百万円で

あります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は4,872百万円で

あります。

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式24,771千株で

あります。

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式24,771千株で

あります。

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式1,783千株であります。

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、普通株式2,013千株であります。

○保証債務

(保証先) (保証額)

勝西俊明 他18件 42百万円金融機関借入等保証

○保証債務

(保証先) (保証額)

勝西俊明 他8件  25百万円金融機関借入保証



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 返品調整引当金戻入額23百万円が売上原価に含ま

れております。

※１ 返品調整引当金戻入額22百万円が売上原価に含ま

れております。

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売促進費 1,072百万円

貸倒引当金繰入額 18

給与手当 4,238

賞与引当金繰入額 473

退職給付費用 212

役員退職金引当金繰入額 21

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

販売促進費 1,157百万円

貸倒引当金繰入額 ―

給与手当 4,197

賞与引当金繰入額 444

退職給付費用 131

役員退職金引当金繰入額 17

※３ 固定資産売却益の内訳

   有形固定資産

建物及び構築物 0百万円

土地 0

その他 0

 計 0

※３         ―――

   

 
 

※４ 固定資産除却損の内訳

   有形固定資産

建物及び構築物 38百万円

その他 13
 

無形固定資産 0

   投資その他の資産

差入保証金 14

その他 3

 計 70

 
 

※４ 固定資産除却損の内訳

   有形固定資産

建物及び構築物 61百万円

その他 27

無形固定資産 ―

   投資その他の資産

差入保証金 11

その他 8

計 109

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 4,988百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △170

現金及び現金同等物 4,818
  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 5,190百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △170

現金及び現金同等物 5,020



(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

 

 

工具器具 

備品 

(百万円)

無形 

固定資産 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
136 39 175

減価償却 

累計額相当額
105 19 125

期末残高 

相当額
30 19 50

 

工具器具 

備品 

(百万円)

無形 

固定資産 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
112 36 148

減価償却 

累計額相当額
93 20 114

期末残高 

相当額
18 15 34

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 23百万円

１年超 26

計 50

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 16百万円

１年超 17

計 34

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 30百万円

減価償却費相当額 30

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左

(減損損失について）

  リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

有価証券 

１ 売買目的有価証券(平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 
  

 
(注) 上記表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、株式の減損にあたっては下記の合理的な

基準により減損処理を行っております。 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  該当事項はありません。 

  

５ 時価評価されていない有価証券(平成17年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

  

(2) その他有価証券 
  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損13百万円を計上しておりま

す。 

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  該当事項はありません。 

  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

  ①株式 662 1,392 730

  ②債券 ― ― ―

  ③その他 ― ― ―

小計 662 1,392 730

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

  ①株式 67 47 △19

  ②債券 ― ― ―

  ③その他 ― ― ―

小計 67 47 △19

合計 729 1,440 711

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去１年間連続して30％以上の下落率にあるものについては減損処理

を行う

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理を行わない

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 97



次へ 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

有価証券 

１ 売買目的有価証券(平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

 
(注) 上記表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、株式の減損にあたっては下記の合理的な

基準により減損処理を行っております。 

  

 
  

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  該当事項はありません。 

  

５ 時価評価されていない有価証券(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

  

(2) その他有価証券 
  

 
(注) 時価評価されていない非上場株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損 0百万円を計上しておりま

す。 

  

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  該当事項はありません。 
  

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

  ①株式 762 2,066 1,303

  ②債券 ― ― ―

  ③その他 328 381 53

小計 1,090 2,447 1,356

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

  ①株式 67 50 △16

  ②債券 ― ― ―

  ③その他 49 42 △7

小計 117 93 △23

合計 1,207 2,541 1,333

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去１年間連続して30％以上の下落率にあるものについては減損処理

を行う

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理を行わない

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 95



次へ 

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、厚生年金基金制度(総合設立型)・適格退職年

金制度及び退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合があります。

１ 採用している退職給付制度の概要 

   同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △1,255百万円

②年金資産 854

③未積立退職給付債務(①＋②) △401

④未認識数理計算上の差異 44

⑤退職給付引当金(③＋④) △356

   厚生年金基金制度(総合設立型)については、自社

の拠出に対応する年金資産の額が合理的に計算で

きないため、上記計算に含めておりません。な

お、加入人数割合より算出した年金資産の額は

744百万円となります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 △1,326百万円

②年金資産 880

③未積立退職給付債務(①＋②) △446

④未認識数理計算上の差異 75

⑤退職給付引当金(③＋④) △370

   厚生年金基金制度(総合設立型)については、自社

の拠出に対応する年金資産の額が合理的に計算で

きないため、上記計算に含めておりません。な

お、加入人数割合より算出した年金資産の額は

863百万円となります。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 80百万円

②利息費用 33

③期待運用収益 △22

④会計基準変更時差異の 

 費用処理額
97

⑤数理計算上の差異の 

 費用処理額
21

⑥臨時に支払った割増退職金等 2

⑦退職給付費用 212

   上記退職給付費用のほか、総合設立型厚生年金基

金への拠出額81百万円があります。

 

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 86百万円

②利息費用 31

③期待運用収益 △21

④数理計算上の差異の  

 費用処理額
16

⑤臨時に支払った割増退職金等 17

⑥退職給付費用 131

   上記退職給付費用のほか、総合設立型厚生年金基

金への拠出額84百万円があります。

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 2.5％

②期待運用収益率 2.5％

③退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

④数理計算上の差異の処理年数 ５年
 

 (発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定率法により按分した額

を翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。)
 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 ５年

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 2.0％

②期待運用収益率 2.5％

③退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

④数理計算上の差異の処理年数 ５年

 (発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定率法により按分した額

を翌連結会計年度より費用処理しておりま

す。)



前へ 

(税効果会計関係) 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 55百万円

賞与引当金 117

未払事業税 26

未払事業所税 6

退職給付引当金損金算入限度超過額 144

役員退職金引当金 65

一括償却資産損金算入限度超過額 2

ゴルフ会員権評価損 2

電話加入権評価損 11

投資有価証券評価損 71

厚生年金基金引当金 131

その他 98

繰延税金資産小計 734

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 734

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 289

繰延税金負債合計 289

繰延税金資産の純額 444

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 54百万円

賞与引当金 121

未払事業税 24

未払事業所税 6

退職給付引当金損金算入限度超過額 150

役員退職金引当金 73

一括償却資産損金算入限度超過額 4

ゴルフ会員権評価損 2

電話加入権評価損 11

投資有価証券評価損 70

厚生年金基金引当金 131

その他 83

繰延税金資産小計 734

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 734

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 542

繰延税金負債合計 542

繰延税金資産の純額 191

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

0.8

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.4

住民税均等割 1.3

子会社との税率差異 △0.1

税務上の繰越欠損金の利用 △1.0

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

41.0  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

0.5

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.5

住民税均等割 1.1

子会社との税率差異 △0.2

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

41.4



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める衣料品等

繊維品事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

                      

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める衣料品等

繊維品事業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

                                                 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

                                                 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

                                       

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

                           

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

                  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

                       

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

                                   



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 731.37円 １株当たり純資産額 765.36円
 

１株当たり当期純利益 19.84円 １株当たり当期純利益 24.13円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 469 565

普通株主に帰属しない金額(百万円) 
 (うち利益処分による役員賞与)

10
(10)

12
(12)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 459 553

普通株式の期中平均株式数(株) 23,143,511 22,937,805



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年内における１年毎の返済予定額の総

額 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 380 380 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 10 10 1.0 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

90 80 1.0
平成19年６月29日～
平成19年12月28日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 480 470 ― ―

１年超２年以内（百万円） ２年超３年以内（百万円） ３年超４年以内（百万円） ４年超５年以内（百万円）

80 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

第58期
(平成17年３月31日)

第59期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,282 4,399

 ２ 受取手形 177 139

 ３ 売掛金 2,998 2,707

 ４ 商品 3,356 2,882

 ５ 貯蔵品 3 ―

 ６ 前払費用 78 99

 ７ 繰延税金資産 223 224

 ８ 関係会社短期貸付金 226 143

 ９ 未収入金 232 211

 10 その他の受取手形 ※１ 2 0

 11 その他 44 54

   貸倒引当金 △72 △69

   流動資産合計 11,552 53.4 10,793 49.8

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 2,678 2,566

  ２ 構築物 30 27

  ３ 機械装置 0 0

  ４ 車輌運搬具 11 8

  ５ 工具器具備品 496 478

  ６ 土地 3,649 3,649

   有形固定資産合計 6,867 31.8 6,729 31.0

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 156 76

  ２ その他 2 2

   無形固定資産合計 159 0.7 79 0.4

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 1,537 2,636

  ２ 関係会社株式 48 48

  ３ 長期貸付金 17 7

  ４ 長期更生債権 121 102

  ５ 長期前払費用 50 42

  ６ 繰延税金資産 181 ―

  ７ 差入保証金 973 903

  ８ 会員権 54 54

  ９ その他 202 402

    貸倒引当金 △151 △131

   投資その他の資産合計 3,035 14.1 4,065 18.8

   固定資産合計 10,061 46.6 10,873 50.2

   資産合計 21,614 100.0 21,667 100.0



 

第58期
(平成17年３月31日)

第59期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 704 522

 ２ 買掛金 2,222 1,907

 ３ 短期借入金 380 380

 ４ 未払金 ※３ 751 645

 ５ 未払費用 71 67

 ６ 未払法人税等 187 233

 ７ 未払消費税等 34 110

 ８ 未払事業所税 15 15

 ９ 預り金 138 136

 10 前受収益 12 12

 11 賞与引当金 215 240

 12 返品調整引当金 142 120

   流動負債合計 4,876 22.6 4,389 20.3

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ― 62

 ２ 退職給付引当金 356 370

 ３ 役員退職金引当金 162 179

 ４ 厚生年金基金引当金 322 322

 ５ 預り保証金 119 112

   固定負債合計 960 4.4 1,047 4.8

   負債合計 5,836 27.0 5,437 25.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※４ 2,346 10.9 2,346 10.8

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 8,127 8,127

   資本剰余金合計 8,127 37.6 8,127 37.5

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 587 587

 ２ 任意積立金

    別途積立金 3,630 3,630

 ３ 当期未処分利益 1,079 1,295

   利益剰余金合計 5,296 24.5 5,512 25.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 421 1.9 790 3.7

Ⅴ 自己株式 ※５ △413 △1.9 △546 △2.5

   資本合計 15,777 73.0 16,230 74.9

   負債・資本合計 21,614 100.0 21,667 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 19,062 100.0 19,148 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 3,150 3,356

 ２ 当期商品仕入高 9,561 8,948

合計 12,711 12,305

 ３ 期末商品たな卸高 3,356 9,355 49.1 2,882 9,422 49.2

   売上総利益 9,707 50.9 9,726 50.8

   返品調整引当金戻入額 23 0.1 22 0.1

   差引売上総利益 9,730 51.0 9,748 50.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 9,267 48.6 9,185 48.0

   営業利益 463 2.4 562 2.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 14 12

 ２ 受取配当金 14 23

 ３ 仕入割引 52 57

 ４ 受取地代家賃 174 206

 ５ 雑収入 14 271 1.4 27 327 1.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 5 5

 ２ 売上割引 2 2

 ３ 賃貸等資産維持管理費 55 59

 ４ 雑損失 4 67 0.3 7 74 0.3

   経常利益 666 3.5 814 4.3

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 ―

 ２ 貸倒引当金戻入額 ― 0 0.0 2 2 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 70 108

 ２ 電話加入権評価損 28 ―

 ３ 投資有価証券評価損 13 0

 ４ 貸倒引当金繰入額 0 112 0.6 ― 109 0.6

   税引前当期純利益 554 2.9 707 3.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

231 306

   法人税等調整額 3 235 1.2 △10 296 1.6

   当期純利益 318 1.7 410 2.1

   前期繰越利益 760 885

   当期未処分利益 1,079 1,295



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 上記( )内の年月日は、利益処分が決議された定時株主総会承認日であります。 

  

第58期
(平成17年６月29日)

第59期 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,079 1,295

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 183 227

 ２ 役員賞与金 10 12

   (内、監査役賞与金) (1) 193 (1) 239

Ⅲ 次期繰越利益 885 1,056



重要な会計方針 

  
第58期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

    移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

    同左

 (2) その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

 (2) その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同左

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     同左

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   商品……総平均法による原価法

   貯蔵品…個別法による原価法

   季越品については、販売可能価額まで評価換えを

実施しております。なお、当期商品評価損は127

百万円であり、期末商品たな卸高より控除されて

おります。

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   商品……同左

    季越品については、販売可能価額まで評価換えを

実施しております。なお、当期商品評価損は86百

万円であり、期末商品たな卸高より控除されてお

ります。

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法

   ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く)については、定額法によって

おります。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

   建物         ２～50年

   構築物        10～50年

   工具器具備品     ２～20年

３ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    同左

 (2) 無形固定資産

   定額法

   なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社

内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

 (2) 無形固定資産 

    同左

 (3) 長期前払費用 

   定額法

 (3) 長期前払費用 

    同左

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

    同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を

計上しております。

 (2) 賞与引当金

    同左



 
  

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 返品調整引当金

   期末日後に予想されるアパレル部門の売上返品に

よる損失に備えるため、過去の返品率等を勘案

し、将来の返品に伴う損失見込額を計上しており

ます。

 (3) 返品調整引当金 

    同左

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、会計基準変更時差異(486百万円)は、５年

による定額法により按分した額を費用処理してお

ります。

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定率法により按分した額を翌

事業年度より費用処理しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度において発生していると認められ

る額を計上しております。

   なお、数理計算上の差異については、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定率法により按分した

額を翌事業年度より費用処理しております。

 (5) 役員退職金引当金

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を引当計上しております。

 (5) 役員退職金引当金 

    同左

 (6) 厚生年金基金引当金

   当社は総合型基金である京都織物卸商厚生年金基

金に加入しておりますが、将来の年金給付の確保

に備えるため、同基金の予測給付債務から年金資

産の公正な評価額を控除した額のうち当社負担部

分について合理的な方法で計算した額を計上して

おります。

 (6) 厚生年金基金引当金

    同左

５ リース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

５ リース取引の処理方法 

   同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

   同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 前事業年度まで区分掲記しておりました無形固定資産

の「電話加入権」（当事業年度末残高０百万円）は、そ

の金額に重要性が乏しくなったため、当事業年度より無

形固定資産の「その他」に含めて表示しております。

――― 

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１

日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上し

ております。この結果、販売費及び一般管理費が33百万

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

33百万円減少しております。

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第58期 
(平成17年３月31日)

第59期
(平成18年３月31日)

※１ 商社、加工先への生地等の有償支給債権に対する

受取手形であります。

 

※１ 同左

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は4,794百万円で

あります。

内訳 建物 3,827百万円

構築物 131

機械装置 4

車輌運搬具 11

工具器具備品 819

  計 4,794

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は4,865百万円で

あります。

内訳 建物 3,906百万円

構築物 135

機械装置 2

車輌運搬具 15

工具器具備品 805

  計 4,865

※３ 関係会社に対する債務

未払金 437百万円

※３ 関係会社に対する債務

未払金 387百万円

 

※４ 会社が発行する株式の総数 普通株式 95,572千株

   発行済株式総数 普通株式 24,771千株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。

 

※４ 会社が発行する株式の総数 普通株式 95,572千株

   発行済株式総数 普通株式 24,771千株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。

※５ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,783

千株であります。

※５ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式2,013

千株であります。

○保証債務

(保証先) (保証額)

株式会社プリンス 
エイジェンシー

100百万円 金融機関借入保証

勝西俊明 他18件 42 金融機関借入等保証

計 142

○保証債務

(保証先) (保証額)

株式会社プリンス
エイジェンシー

90百万円 金融機関借入保証

勝西俊明 他8件 25 金融機関借入保証

計 115

○配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は421百万円であり

ます。

○配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は790百万円であり

ます。



(損益計算書関係) 

  

 
  

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は87％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

13％であります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造発送費 685百万円

販売促進費 3,282

貸倒引当金繰入額 17

給与手当 1,683

賞与引当金繰入額 215

退職給付費用 191

役員退職金引当金繰入額 21

減価償却費 424

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は86％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

14％であります。

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造発送費 664百万円

販売促進費 3,394

貸倒引当金繰入額 ―

給与手当 1,636

賞与引当金繰入額 240

退職給付費用 114

役員退職金引当金繰入額 17

減価償却費 431

※２ 固定資産売却益の内訳

   有形固定資産

建物 0百万円

工具器具備品 0

土地 0

 計 0

※２      ―――

   

 

 

※３ 固定資産除却損の内訳

   有形固定資産

建物 38百万円

車輌運搬具 0

工具器具備品 13
 

無形固定資産

ソフトウェア 0

   投資その他の資産

差入保証金 14

その他 3

 計 70

 
 

 

※３ 固定資産除却損の内訳

   有形固定資産

建物 61百万円

機械装置 0

工具器具備品 27

無形固定資産 ―

   投資その他の資産

差入保証金 11

その他 8

計 108



(リース取引関係) 

  

 
  

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

工具器具 

備品 

(百万円)

ソフト 

ウェア 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
121 39 160

減価償却 

累計額相当額
93 19 113

期末残高 

相当額
27 19 47

 

工具器具 

備品 

(百万円)

ソフト 

ウェア 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 

相当額
101 36 137

減価償却 

累計額相当額
84 20 104

期末残高 

相当額
17 15 32

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 21百万円

１年超 25

計 47

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 15百万円

１年超 17

計 32

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 28百万円

減価償却費相当額 28

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左

(減損損失について)

  リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。



(有価証券関係) 

第58期(平成17年３月31日) 

時価のある子会社株式はありません。 

  

第59期(平成18年３月31日) 

時価のある子会社株式はありません。 

(税効果会計関係) 

  

 
  

第58期 
(平成17年３月31日)

第59期
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 58百万円

賞与引当金 87

未払事業税 18

未払事業所税 6

退職給付引当金損金算入限度超過額 144

役員退職金引当金 65

一括償却資産損金算入限度超過額 2

ゴルフ会員権評価損 2

投資有価証券評価損 71

厚生年金基金引当金 131

電話加入権評価損 11

その他 93

繰延税金資産小計 694

評価性引当額 ―

繰延税金資産合計 694

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 289

繰延税金負債合計 289

繰延税金資産の純額 404

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

貸倒引当金損金算入限度超過額 55百万円

賞与引当金 98

未払事業税 21

未払事業所税 6

退職給付引当金損金算入限度超過額 150

役員退職金引当金 73

一括償却資産損金算入限度超過額 3

ゴルフ会員権評価損 2

投資有価証券評価損 70

厚生年金基金引当金 131

電話加入権評価損 11

その他 79

繰延税金資産小計 704

評価性引当額 ―

繰延税金資産合計 704

 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 542

繰延税金負債合計 542

繰延税金資産の純額 161

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

1.1

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.5

住民税均等割 1.8

その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

42.5

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない 
項目

0.7

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△0.7

住民税均等割 1.4

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

42.0



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

第58期(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

第59期(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１株当たり純資産額 685.89円 １株当たり純資産額 712.63円
 

１株当たり当期純利益 13.35円 １株当たり当期純利益 17.38円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

第58期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第59期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益(百万円) 318 410

普通株主に帰属しない金額(百万円) 
 (うち利益処分による役員賞与金)

10
(10)

12
(12)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 308 398

普通株式の期中平均株式数(株) 23,143,511 22,937,805



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

   
【その他】 

                                         

 
                              

【有形固定資産等明細表】 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 その他有価証券

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
  グループ

308 555

  ㈱東京スタイル 308,700 432

  ㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 37,000 340

  ㈱ワコールホールディングス 188,640 301

  ㈱中央倉庫 206,812 260

  ㈱丸井 30,297 70

  ㈱モリヤマ 92,400 70

  ㈱京都銀行 48,041 68

  福山通運㈱ 100,415 50

  ㈱大丸 13,029 22

  その他 16銘柄 65,134 39

計 1,090,777 2,212

銘柄 株式数(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(優先出資証券)

  信金中央金庫 325 195

(不動産投資信託)

  野村不動産オフィスファンド 
    投資法人

130 129

  その他 2銘柄 142 99

計 597 424

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 

累計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 6,505 188 221 6,472 3,906 253 2,566

 構築物 162 ― ― 162 135 3 27

 機械装置 4 ― 2 2 2 ― 0

 車輌運搬具 23 ― ― 23 15 3 8

 工具器具備品 1,315 108 139 1,284 805 98 478

 土地 3,649 ― ― 3,649 ― ― 3,649

有形固定資産計 11,662 296 363 11,595 4,865 358 6,729

無形固定資産

 ソフトウェア 402 7 ― 409 333 87 76

 その他 4 0 ― 5 2 0 2

無形固定資産計 406 8 ― 414 335 88 79

長期前払費用 97 25 14 109 67 25 42

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―



【資本金等明細表】 

  

 
(注) 当期末における自己株式は、2,013,483株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額」のその他の内、34百万円は洗替え戻入額、26百万円は個別引当債権の回収に伴う

取崩額であります。 

  

区分 
 

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金 (百万円) 2,346 ― ― 2,346

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (24,771,561) (―) (―) (24,771,561)

普通株式 (百万円) 2,346 ― ― 2,346

計 (株) (24,771,561) (―) (―) (24,771,561)

計 (百万円) 2,346 ― ― 2,346

資本準備金及び 
その他資本剰余金

(資本準備金) 
 株式払込剰余金

(百万円) 8,127 ― ― 8,127

計 (百万円) 8,127 ― ― 8,127

利益準備金及び 
任意積立金

(利益準備金) (百万円) 587 ― ― 587

(任意積立金) 
 別途積立金

(百万円) 3,630 ― ― 3,630

計 (百万円) 4,217 ― ― 4,217

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 223 57 20 60 200

賞与引当金 215 240 215 ― 240

返品調整引当金 142 120 142 ― 120

役員退職金引当金 162 17 ― ― 179

厚生年金基金引当金 322 ― ― ― 322



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 
  

 
  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 期日別内訳 
  

 
  

ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

区分 金額(百万円)

現金 27

預金

当座預金 65

普通預金 116

定期預金 4,190

小計 4,371

計 4,399

相手先 金額(百万円)

㈱鶴屋百貨店 41

大浦㈱ 8

㈱中三 7

㈱高木久雄商店 7

㈱井筒屋 5

その他 69

計 139

期日 金額(百万円)

平成18年４月 94

    ５月 32

    ６月 11

    ７月 1

計 139

相手先 金額(百万円)

㈱大丸 121

㈱高島屋 71

㈱丸井 65

㈱西友 44

㈱天満屋 41

その他 2,362

計 2,707



ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 

 
２ 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ｄ 商品 

  

 
  

  

前期末残高 Ａ 
(百万円)

当期発生高 Ｂ
(百万円)

当期回収高 Ｃ
(百万円)

当期末残高 Ｄ
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

2,998 20,106 20,398 2,707 88.3 51.1

(注) １ 回収率＝
Ｃ

×100 滞留期間＝
(Ａ＋Ｄ)×１／２

×30日
Ａ＋Ｂ Ｂ／12

区分 金額(百万円)

アパレル 2,553

ファッショングッズ 328

計 2,882



② 負債の部 

ａ 支払手形 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

ｂ 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

住金物産㈱ 97

モリリン㈱ 83

三共生興㈱ 74

㈱アーガス 35

納屋テキスタイル㈱ 30

その他 200

計 522

期日 金額(百万円)

平成18年４月 148

    ５月 91

    ６月 123

    ７月 114

    ８月 44

計 522

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 1,311

㈱ミウマ企画 40

三共生興㈱ 33

モリリン㈱ 33

㈱ウメダニット 27

その他 460

計 1,907



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １  平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、単元未満株式の買増制度を導入

いたしました。 

なお、取扱場所等は、単元未満株式の買取りの場合と同じであり、買増手数料も買取手数料と同様でありま

す。 

   ２  平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりと

なりました。  

当会社の公告方法は電子公告とし、やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本

経済新聞に掲載いたします。  

なお、電子公告は、次の当社ホームページに掲載いたします。 

    http://www.king-group.co.jp/ir/index.html 

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株 1,000株 500株 100株 100株未満の株式数を表示した株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換

  取扱場所
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

株券喪失登録申請及び 
抹消の申請

  取扱場所
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店

  株券喪失登録 
  申請手数料

１件につき 10,000円 
１枚につき   500円

公告掲載方法 日本経済新聞 (注)

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

  

  

該当事項はありません。 

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第58期)

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第59期中) 自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

平成17年12月20日 
近畿財務局長に提出

(3) 自己株券買付状況 
報告書

報告期間 自 平成17年３月１日
至 平成17年３月31日

平成17年４月12日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成17年４月１日
至 平成17年４月30日

平成17年５月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成17年５月１日
至 平成17年５月31日

平成17年６月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成17年６月１日
至 平成17年６月29日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成17年12月12日
至 平成17年12月31日

平成18年１月12日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年１月１日
至 平成18年１月31日

平成18年２月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年２月１日
至 平成18年２月28日

平成18年３月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年３月１日
至 平成18年３月31日

平成18年４月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年４月１日
至 平成18年４月30日

平成18年５月10日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年５月１日
至 平成18年５月31日

平成18年６月12日 
近畿財務局長に提出

報告期間 自 平成18年６月１日
至 平成18年６月29日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キング

及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キング

及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キングの平

成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

株 式 会 社 キ ン グ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社キング

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社キングの平

成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 
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